
「ICT農作業管理システム」による生産活動の効率化を実現！

ICTを活用した永続的農業モデルの構築

長門地域農業再生協議会

活用事例
＞ 資源管理 ＞ 農業

■概要

全国的に急激に進む就農者の減少や高齢化
に伴い、農家の経営環境は、年々厳しさを増し
ている。このような農業情勢の変化に伴い、集
落の農地を集落で守り、地域を活性化すること
を目的として、「集落営農法人」が全国的に拡
大している。
山口県においては、総農家数がこの15年間で
37%減少しており、就農者の高齢化も平均年
齢が70.3歳で全国2位となっている。山口県の
集落営農法人数は、平成22年時点で116団体
だったが、平成27年には232団体と5年間で倍
増しており、平成29年ではおよそ320団体にな
るものと推測されている。
このような農業情勢のなか、山口県では全国に
先駆け、集落営農法人をプラットフォームとし
た新規就業者の育成および定着に向けて、平
成27年より「山口県担い手支援日本一対策」
を開始した。山口県担い手支援日本一対策
は、農林水産業の次世代を担う新規就業者に
対して募集から技術研修、就業、定着まで一貫
した支援を行うことで、県内の農林水産業の
合理的かつ安定的な経営を実現するための
施策である。

ここでは、JA長門大津、山口県、長門市が集
落営農法人と連携し、長門市三隅地区と油谷
地区において、JA出資型法人となる「集落営
農法人連合体」を創設するに際し、永続的農
業モデルの構築を目指し、GISをはじめとする

P R O F I L E

ICT技術を活用し、生産活動において人員、時
間、コストの軽減が図れた油谷地区の取り組
みについて紹介する。

■課題

山口県油谷地区における集落営農法人連合
体は、4つの集落営農法人とJAが出資して、連
合体となる新法人、（株）長門西を設立した。法
人間連携とJA施設を有効活用することで、結
びつき米（生産者と実需者が結びついた契約
栽培米）として採用される新たな商品づくりと、
新規就業者の確保・定着に取り組み、永続的
な農業モデルの構築をスタートした。しかし、農
地を集約し大規模な就農活動を展開していく
上では、いくつかの課題があった。

［課題1］：広範囲の圃場管理
広範囲の圃場を管理する上で、現状をデジタ
ルで把握する必要がある。

［課題2］：	 機械の効率的な利用による低コス
ト化

広範囲の圃場に対し、効率的な機械作業を行
うには机上での作業計画立案が必要となる。

［課題3］：	 人材管理および技術情報の蓄積
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課題　　　
・広範囲にわたる農業経営には、現状把握や
計画立案等にICT技術を活用する必要が
ある

導入効果　
・ICT技術の活用により、生産活動において
人員、時間、コストの軽減が図れた
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集団経営による「儲かる農業」への転換に挑戦
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就農者の作業管理や保有する技術の情報等
を法人全体として把握する必要がある。

これらの課題を解決するため、集落営農法人
連合体ではICTによる管理システム構築の必
要性があると判断し、GISをはじめとしたICTを
積極的に活用する方針を導き出した。

■ArcGIS採用の理由

GISソフトの選定にあたっては、株式会社ニュー
ジャパンナレッジのASPサービス（ArcGIS 
Enterprise）と連携して活用することを考慮し、
ArcGIS Engineを用い開発することとした。ま
た、GISアプリケーションの開発においては、現場

（利用者）の要求を徹底的にヒアリングし、有効
に活用されるシステム導入を目指した。

■課題解決手法

山口県では、「山口県集落営農法人連携協議
会」の要望を受け、協議会ワーキングで意見を
聴取し、平成27年度に「ICT農作業管理システ
ム（My Farm）」を構築した。このシステムは、広
範囲にわたる圃場や大型機械、人材の効率的
管理を行うためのシステムであり、農業経営の
規模拡大やコストの削減、人材育成に活用する
ことを目的とした。

［My Farmの主な機能］
・	営農計画（各圃場の作付計画や農作業計

画）の検討、策定
・	圃場データのマップ化およびオペレーターへ

の作業指示書の作成
・	生産現場における作業指示の確認（作業指

示書を作業指示者からオペレーターのタブ
レットに配信）

・	作業終了報告（作業終了報告書をオペレー
ターから作業指示者にタブレットで配信）

・	写真等による作物生育状況などの記録およ
び蓄積

・	作業進捗状況の把握、作業時間等のデータ
集計等

■効果

集落営農法人連合体の事務所に設置された
作業指示者のパソコンと現場のオペレーター
が使用するタブレット端末を情報通信技術で
結び、広範囲にわたる農地や農作業の状況を
マップ化（見える化）することで、人員、時間、コス
トを軽減し、効率的な生産活動を実現すること
ができた。

さらに、作業の情報を蓄積することで今後の
営農計画に役立てることができる。JA、行政、
NOSAIなどの団体間の連携にも利用できるの
で、各団体が相互に地域農業の活性化を目的
とした施策で活用することが可能となった。

■今後の展望

今後は、「ドローンの飛行データをGIS上に落
とし、上手な操縦者の飛行ルートを真似ること
で、農薬を上手く散布できるように努めたい。ま
た、鳥獣の出没経路を特定することで、鳥獣被
害対策にGISを役立てていきたい」と長尾課長
と吾郷主任は語る。最後に、「今以上にICTを
積極的に活用することで、若者の働き場所を確
保し、新たな農業の担い手育成モデルを構築
したい」と締めくくった。
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